
岩手県農業基盤整備促進事業費補助金交付要綱の一部改正新旧対照表 
改正前 改正後 

岩手県農業基盤整備促進事業費補助金交付要綱 

 

 （目的） 

第１ 地域の創意工夫による取組を総合的かつ機動的に支援し、農山漁村の活性化を図るため、農山漁村振 

興交付金（農山漁村活性化整備対策）実施要領（平成 30 年３月 28 日付け 29 農振第 2311 号農林水産省農

村振興局長通知）第３、農地耕作条件改善事業実施要綱（平成 27 年４月９日付け 26 農振第 2069 号農林

水産事務次官依命通知）第４、農業競争力強化農地整備事業実施要領（平成 30 年３月 30 日付け 29 農振

第 2605 号農林水産省農村振興局長通知、29 生畜第 1500 号農林水産省生産局長通知）別紙５第３、農業

水路等長寿命化・防災減災事業実施要綱（平成 30年３月 30 日付け 29 農振第 2711 号農林水産事務次官依

命通知）第４並びに中山間地域所得向上支援対策実施要領（平成 28 年 10 月 11 日付け 28 生産第 1140 号

農林水産省生産局長通知、28農振第 1337 号農村振興局長通知）別紙１第２、別紙２第２、別紙３－１第

３、別紙３－２第２及び別紙３－３第２に規定する事業実施主体（以下「事業実施主体」という。）が、

農山漁村振興交付金実施要綱（平成 28 年４月１日付け 27 農振第 2325 号農林水産事務次官依命通知）、農

地耕作条件改善事業実施要綱、農業競争力強化農地整備事業実施要綱（平成 30 年３月 30 日付け 29 農振

第 2604 号農林水産事務次官依命通知）、農業水路等長寿命化・防災減災事業実施要綱及び中山間地域所得

向上支援対策実施要綱（平成 28年 10 月 11 日付け 28 農振第 1336 号農林水産事務次官依命通知）（以下「国

の実施要綱」と総称する。）に基づいて事業を行う場合に要する経費及び事業実施主体が当該事業を行う

場合に要する経費に対して市町村が補助する場合に要する経費に対し、予算の範囲内で、岩手県補助金交

付規則（昭和 32 年岩手県規則第 71号。以下「規則」という。）及びこの要綱により補助金を交付する。 

 

第２～第３ [略] 

 

（補助事業に要する経費の配分及び補助事業の内容の軽微な変更） 
第４ 規則第６条第１項第１号及び第２号に規定する軽微な変更は、次に掲げる変更以外の変更とする。 

 (１) 事業実施主体の変更 

 (２) 事業メニューの新設又は廃止 

(３) 前２号に掲げる変更以外の変更で、農山漁村振興交付金交付要綱（平成 28年４月１日付け 27農振 

第 2327 号農林水産事務次官依命通知）別表、農地耕作条件改善事業交付金交付要綱（平成 28年４月１ 

日付け 27 農振第 2324 号農林水産事務次官依命通知）第 11、農業水路等長寿命化・防災減災事業交付金 

交付要綱（平成 30年３月 30 日付け 29 農振第 2713 号農林水産事務次官依命通知）第９及び中山間地域 

所得向上支援事業交付金交付要綱（平成 28年 10 月 11 日付け 28 農振第 1355 号農林水産事務次官依命通 

知）別表に掲げる軽微な変更以外の変更並びに土地改良事業関係補助金交付要綱（昭和 31 年８月 13 日 

付け 31 農地第 3966 号農林水産事務次官依命通知）第９第８項に掲げる変更 

 
第５～第８ [略] 

 

  附 則 [略] 

 

 

 

 

 

 

岩手県農業基盤整備促進事業費補助金交付要綱 

 

 （目的） 

第１ 地域の創意工夫による取組を総合的かつ機動的に支援し、農山漁村の活性化を図るため、農山漁村振

興交付金（農山漁村活性化整備対策）実施要領（平成 30 年３月 28 日付け 29 農振第 2311 号農林水産省農

村振興局長通知）第３、農地耕作条件改善事業実施要綱（平成 27 年４月９日付け 26 農振第 2069 号農林

水産事務次官依命通知）第５、農業競争力強化農地整備事業実施要領（平成 30 年３月 30 日付け 29 農振

第 2605 号農林水産省農村振興局長通知、29 生畜第 1500 号農林水産省生産局長通知）別紙５第３、農業

水路等長寿命化・防災減災事業実施要綱（平成 30年３月 30 日付け 29 農振第 2711 号農林水産事務次官依

命通知）第４並びに中山間地域所得向上支援対策実施要領（平成 28 年 10 月 11 日付け 28 生産第 1140 号

農林水産省生産局長通知、28農振第 1337 号農村振興局長通知）別紙１第２、別紙２第２、別紙３－１第

３、別紙３－２第２及び別紙３－３第２に規定する事業実施主体（以下「事業実施主体」という。）が、

農山漁村振興交付金実施要綱（平成 28年４月１日付け 27 農振第 2325 号農林水産事務次官依命通知）、農

地耕作条件改善事業実施要綱、農業競争力強化農地整備事業実施要綱（平成 30 年３月 30 日付け 29 農振

第 2604 号農林水産事務次官依命通知）、農業水路等長寿命化・防災減災事業実施要綱及び中山間地域所得

向上支援対策実施要綱（平成 28年 10 月 11 日付け 28 農振第 1336 号農林水産事務次官依命通知）（以下「国

の実施要綱」と総称する。）に基づいて事業を行う場合に要する経費及び事業実施主体が当該事業を行う

場合に要する経費に対して市町村が補助する場合に要する経費に対し、予算の範囲内で、岩手県補助金交

付規則（昭和 32 年岩手県規則第 71号。以下「規則」という。）及びこの要綱により補助金を交付する。 

 

第２～第３ [略] 

 

（補助事業に要する経費の配分及び補助事業の内容の軽微な変更） 

第４ 規則第６条第１項第１号及び第２号に規定する軽微な変更は、次に掲げる変更以外の変更とする。 

 (１) 事業実施主体の変更 

 (２) 事業メニューの新設又は廃止 

 (３) 前２号に掲げる変更以外の変更で、農山漁村振興交付金交付要綱（平成 28 年４月１日付け 27 農振

第 2327 号農林水産事務次官依命通知）別表、農地耕作条件改善事業交付金交付要綱（平成 28 年４月１

日付け 27農振第 2324 号農林水産事務次官依命通知）第 12、農業水路等長寿命化・防災減災事業交付金

交付要綱（平成 30 年３月 30 日付け 29 農振第 2713 号農林水産事務次官依命通知）第９及び中山間地域

所得向上支援事業交付金交付要綱（平成 28 年 10 月 11 日付け 28 農振第 1355 号農林水産事務次官依命通

知）別表に掲げる軽微な変更以外の変更並びに土地改良事業関係補助金交付要綱（昭和 31 年８月 13 日

付け 31 農地第 3966 号農林水産事務次官依命通知）第９第８項に掲げる変更 

 

第５～第８ [略] 

 
  附 則 [略] 
 
  附 則 
 この要綱は、令和２年 11 月 19 日から施行し、令和２年度事業の補助金から適用する。 
 
 
 



別表第１（第２関係） 
区 分 経 費 補助率 

農山漁村振興交

付金 

[略] [略] 

農地耕作条件改

善事業 

[略] 農地耕作条件改善事業実施要綱

別表の区分の欄に掲げる１.定額

助成の事業については、農地耕作

条件改善事業実施要領（平成 27

年４月９日付け 26 農振第 2070 号

農林水産省農村振興局長通知)第

６により算出される額 

 農地耕作条件改善事業実施要綱

別表の区分の欄に掲げる２.定率

助成の事業については、当該経費

の 64パーセント（豪雪地帯対策特

別措置法（昭和 37 年法律第 73号）

第２条第２項の規定に基づき指定

された特別豪雪地帯、山村振興法

（昭和 40 年法律第 64 号）第７条

第１項の規定に基づき指定された

振興山村、過疎地域自立促進特別

措置法（平成 12 年法律第 15 号）

第２条第１項に規定する過疎地域

（同法第 33 条第１項又は第２項

の規定により過疎地域とみなされ

る区域を含む。）、特定農山村地域

における農林業等の活性化のため

の基盤整備の促進に関する法律

（平成５年法律第 72 号）第２条第

１項に規定する特定農山村地域、

急傾斜畑地帯（旧急傾斜地帯農業

振興臨時措置法（昭和 27年法律第

135 号）第３条の規定に基づき指

定された地域又は受益地域内の平

均傾斜度が 15度以上の地域（水田

地帯を除く。））において行う事業

にあっては、69パーセント）に相

当する額以内の額 

 
 
 

別表第１（第２関係） 
区 分 経 費 補助率 

農山漁村振興交

付金 

[略] [略] 

農地耕作条件改

善事業 

[略]  農地耕作条件改善事業実施要綱

別表の区分の欄に掲げる１.定額

助成の事業については、農地耕作

条件改善事業実施要領（平成 27

年４月９日付け 26 農振第 2070 号

農林水産省農村振興局長通知)第

６により算出される額 

 農地耕作条件改善事業実施要綱

別表の区分の欄に掲げる２.定率

助成の事業については、当該経費

の 64 パーセント（中山間地域等

（豪雪地帯対策特別措置法（昭和

37 年法律第 73 号）第２条第２項

の規定に基づき指定された特別豪

雪地帯、山村振興法（昭和 40年法

律第 64 号）第７条第１項の規定に

基づき指定された振興山村、過疎

地域自立促進特別措置法（平成 12

年法律第 15 号）第２条第１項に規

定する過疎地域（同法第 33 条第１

項又は第２項の規定により過疎地

域とみなされる区域を含む。）、特

定農山村地域における農林業等の

活性化のための基盤整備の促進に

関する法律（平成５年法律第 72

号）第２条第１項に規定する特定

農山村地域、急傾斜畑地帯（旧急

傾斜地帯農業振興臨時措置法（昭

和 27年法律第 135 号）第３条の規

定に基づき指定された地域又は受

益地域内の平均傾斜度が 15 度以

上の地域（水田地帯を除く。））又

は棚田地域振興法（令和元年法律

第 42号）第７条第１項の規定に基

づき指定された指定棚田地域をい

う。以下同じ。）において行う事業

にあっては、69パーセント）に相

当する額以内の額 

 
 
 



 
農業競争力強化

農地整備事業 

 

[略] [略] 

農業水路等長寿

命化・防災減災事

業 

 

[略] 農業水路等長寿命化・防災減災

事業実施要領（平成 30 年３月 30

日付け 29 農振第 2712 号農林水産

省農村振興局長通知)第７及び農

業水路等長寿命化・防災減災事業

交付金交付要綱別表により算出さ

れる額 

中山間地域所得

向上支援対策 

[略] [略] 

附帯事務費 

 

[略] [略] 

 
 
別表第２（第８関係） [略] 
 
様式第１号（別表第２関係） [略] 
 
様式第２号（別表第２関係）地区別事業内容及び配分表（農山漁村振興交付金）  ［略］ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
農業競争力強化

農地整備事業 

 

[略] [略] 

農業水路等長寿

命化・防災減災事

業 

 

[略] 農業水路等長寿命化・防災減災

事業実施要領（平成 30 年３月 30

日付け 29 農振第 2712 号農林水産

省農村振興局長通知)第８及び農

業水路等長寿命化・防災減災事業

交付金交付要綱別表により算出さ

れる額 

ただし、農業水路等長寿命化・

防災減災事業実施要領要領別表２

の対策種類の欄の(1)に掲げるオ

の事業については、当該経費の 68

パーセント（中山間地域等におい

て行う事業にあっては、73 パーセ

ント）に相当する額以内の額 

中山間地域所得

向上支援対策 

[略] [略] 

附帯事務費 

 

[略] [略] 

 
 
別表第２（第８関係） [略] 
 
様式第１号（別表第２関係） [略] 
 
様式第２号（別表第２関係）地区別事業内容及び配分表（農山漁村振興交付金）  ［略］ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



様式第２号（別表第２関係）地区別事業内容及び配分表（農地耕作条件改善事業） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
様式第２号（別表第２関係）地区別事業内容及び配分表（農業競争力強化農地整備事業）  [略] 
 
 
様式第２号（別表第２関係）地区別事業内容及び配分表（農業水路等長寿命化・防災減災事業）                            

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

様式第２号（別表第２関係）地区別事業内容及び配分表（農地耕作条件改善事業） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
様式第２号（別表第２関係）地区別事業内容及び配分表（農業競争力強化農地整備事業）  [略] 
 
 
様式第２号（別表第２関係）地区別事業内容及び配分表（農業水路等長寿命化・防災減災事業） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（単位：円）

定額・定率

の区分

事業

番号
事業名

開始

年度

完了

年度

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0

0

0

0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１　複数の地区（農地耕作条件改善計画）をまとめて交付申請する場合は、別記様式第１号の「２　事業の内容及び計画」欄で区分した地区ごとに「計」欄で集計する。

２　「計画区分」欄には、地域内農地集積型は「１」、高収益作物転換型は「２」を記載する。

３　「定額・定率の区分」欄には、定額助成は「１」、定率助成は「２」を記載する。

４　「事業番号」欄には、実施要綱別表の事業種類ごとに番号を記載する。なお付番は以下のとおり。

　　　○定額助成

　　　　1：田の区画拡大（水路の変更を伴わないもの）、2：田の区画拡大（水路の変更を伴うもの）、3：畑の区画拡大（水路の変更を伴わないもの）、4：畑の区画拡大（水路の変更を伴うもの）、

　　　　5：暗渠排水、6：湧水処理、7：末端畑地かんがい施設、8：客土、9：除礫、10：更新のうち用水路、11：更新のうち排水路、12：更新のうち農作業道、13更新のうち特認事業、

　　　　14：条件改善推進費、15高収益作物転換推進費

　　　○定率助成

　　　　16：農業用用排水、17：暗渠排水、18：土層改良、19：区画整理、20：農作業道、21：農地造成、22：農用地の保全、23：営農環境整備支援、24：管理省力化支援、

　　　　25：品質向上支援、26：条件改善促進支援、27：高収益作物導入支援

５　「事業名」欄には、上記４の番号に該当する名称を記載する。

６　「法律・予算の区分」欄には、国の負担又は補助の割合について個別の法令等に規定がある場合は、法律補助「１」と記載し、それ以外は予算補助「２」と記載する。

７　「事業実施期間」欄には、各計画の実施期間を記載する。

８　「事業実施主体」欄には、交付対象事業者と事業実施主体が異なる場合（間接交付を行っている場合）に、その主体名を記載する。また、交付対象事業者と事業実施主体が同じ場合は「０」と記載する。

９　「総事業費(A)」欄には、事業実施期間全体における事業費の総額を記載する。
10　「交付限度額算定国費率(B)」欄には、定率の区分の場合に、その国費率を記載する。
11　「交付限度額算定基礎額【定額】(D)」欄には、「総事業費(A)」の額のうち国費相当額を記載する。
12　「前年度までの事業費(E)」欄には、前年度までに実施した事業費全額を記載する。

 13　「差額(G)」欄には、前年度において、第４の３の規定を適用し調整した場合に、その額を記載する。　　※同じ地区内において他の交付対象事業における調整額を融通しても構わないが、各交付対象事業における全体事業費を超えないように注意すること。
14　「本年度交付限度額算定基礎額(K)」、「本年度都道府県費」、「本年度市町村費」及び「本年度その他」の合計額が、「本年度事業費(H)」と同額になるよう注4
15　変更申請する場合で、前回までの申請額に修正がある場合は、上段に行を追加して前回申請額を括弧書で記載し、下段に変更後申請額を記載する。
16　「精算交付額(N)」欄には、当該年度にすでに概算払請求により交付を受けた額も含めて記載する。

17　「備考」欄には、仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「減額した金額」を、同税額がない場合は「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記載する。

備考

計

計

合計

本年度

交付限度額

算定基礎額

(K)=(I)+(J)-(G)

本年度

都道府県費

本年度

市町村費

本年度

その他

翌年度以降

事業費

(L)=(A)-(E)-(H)

翌年度以降

交付限度額

算定基礎額

(M)=(C)+(D)-

(F)-(K)

前年度まで

の事業費

(E)

前年度まで

の交付済み

の総額

(F)

差額

(G)

本年度

事業費

(H)

単年度

交付限度額

算定基礎額

【定率】

(I)=(H)×(B)

単年度

交付限度額

算定基礎額

【定額】

(J)

交付限度額

算定基礎額

【定額】

(D)

都道府県名 市町村名 地区名
計画

区分

交付対象事業

法律・予算

の区分

事業実施期間

事業実施主体 総事業費

(A)

交付限度額

算定国費率

(B)

交付限度額

算定基礎額

【定率】

(C)=(A)×(B)

区分 対策種類 事業種類 事業費 事業費 事業費 交付金 国費率 都道府県費 市町村費 その他 事業費

小計

小計

小計

小計

小計

小計

合計

うち長寿命化対策

うち防災減災対策

うち機能発揮対策

（注） １　関係市町村名欄には、地区名欄に記入した地区の属する市町村名を記入すること。

２　交付対象事業の区分欄には、長寿命化対策は「１」、防災減災対策は「２」、機能発揮対策は「３」を記入すること。

３　交付対象事業の対策種類欄には、長寿命化対策は「１(1)」、自然災害対策は「２(1)」、危機管理対策は「２(2)」、調査計画等は「３(1)」、体制整備は「３(2)」を記入すること。

４　交付対象事業の事業種類欄には、以下の内容によって記入すること。

　　　　対策種類が長寿命化対策の場合は、「水利施設整備」と記入すること。

　　　　対策種類が自然災害対策の場合は、「ため池整備」、「湛水防除」、「地盤沈下対策」、「農業用用排水施設整備」、「土砂崩壊防止」、「特定農業用管水路等特別対策」、「農業用河川工作物応急対策」、「水質保全対策」、「利活用保全」のいずれか該当する対策を記入すること。

　　　　対策種類が危機管理対策の場合は、「危機管理システム等整備」、「緊急的な防災対策」、「安全確保対策」のいずれか該当する対策を記入すること。

　　　　対策種類が調査計画等の場合は、「機能保全計画策定等」、「実施計画策定」、「水利用調査・調整」、「耐震性点検・調査」、「ため池緊急防災対策」のいずれか該当する対策を記入すること。

　　　　対策種類が体制整備の場合は、「監視・管理体制の強化」、「減災対策の実施」、「ハード整備の着手促進」のいずれか該当する対策を記入すること。

５　法律・予算の区分欄には、国の負担又は補助の割合について個別の法令等に規定がある場合は「法律補助」と記入し、それ以外は「予算補助」と記入すること。

６　備考欄には、消費税仕入控除税額を減額した場合は「減額した金額〇〇円」を、同税額がない場合は「該当なし」を、同税額が明らかでない場合には「含税額」をそれぞれ記入すること。

７　変更追加交付する場合で、前回までの申請地区の金額に修正がある場合は、前回申請額を上段括弧書き、変更後申請額を下段に記入すること。

８　実績報告時においては、予算額を上段括弧書き、精算額を下段に記入すること。

事業実施期間整備計画名 地区名 関係市町村名
交付対象事業 法律・予算

の区分
備考

事業量 事業量 事業量 事業量
事業実施主体

総量 前年度まで 本年度 翌年度以降

区分 対策種類 事業種類 事業費 事業費 事業費 交付金 国費率 都道府県費 市町村費 その他 事業費

小計

小計

小計

小計

小計

小計

合計

うち長寿命化対策

うち防災減災対策

うち機能発揮対策

（注） １　関係市町村名欄には、地区名欄に記入した地区の属する市町村名を記入すること。

２　交付対象事業の区分欄には、長寿命化対策は「１」、防災減災対策は「２」、ため池の保全・避難対策は「３」を記入すること。

３　交付対象事業の対策種類欄には、長寿命化対策は「１(1)」、自然災害対策は「２(1)」、危機管理対策は「２(2)」、ため池防災環境整備は「２(3)」、ため池の保全・避難対策は「３(1)」を記入すること。

４　交付対象事業の事業種類欄には、以下の内容によって記入すること。

　　　　対策種類が長寿命化対策の場合は、「水利施設整備」、「機能保全計画策定等」、「実施計画策定」、「水利用調査･調整」、「耐震性点検・調査」のいづれか該当する対策を記入すること。

　　　　対策種類が自然災害対策の場合は、「ため池整備」、「湛水防除」、「地盤沈下対策」、「農業用用排水施設整備」、「土砂崩壊防止」、「特定農業用管水路等特別対策」、「農業用河川工作物応急対策」、「水質保全対策」、「利活用保全」、「機能保全計画策定等」、「実施計画策定」、「耐震性点検・調査」のいずれか該当する対策を

　　　　記入すること。

　　　　対策種類が危機管理対策の場合は、「危機管理システム等整備」と記入すること。

　　　　対策種類がため池防災環境整備の場合は、「緊急的な防災対策」、「地域防災上のリスク除去」、「ハード整備の着手促進」のいづれか該当する対策を記入すること。

　　　　対策種類がため池の保全・避難対策の場合は、「ハザードマップ作成」、「監視・管理体制の強化」、「減災対策」の実施のいづれか該当する対策を記入すること。

５　法律・予算の区分欄には、国の負担又は補助の割合について個別の法令等に規定がある場合は「法律補助」と記入し、それ以外は「予算補助」と記入すること。

６　備考欄には、消費税仕入控除税額を減額した場合は「減額した金額〇〇円」を、同税額がない場合は「該当なし」を、同税額が明らかでない場合には「含税額」をそれぞれ記入すること。

７　変更追加交付する場合で、前回までの申請地区の金額に修正がある場合は、前回申請額を上段括弧書き、変更後申請額を下段に記入すること。

８　実績報告時においては、予算額を上段括弧書き、精算額を下段に記入すること。

事業実施期間整備計画名 地区名 関係市町村名
交付対象事業 法律・予算

の区分
備考

事業量 事業量 事業量 事業量
事業実施主体

総量 前年度まで 本年度 翌年度以降

（単位：円）

定額・定率

の区分

事業

番号
事業名

開始

年度

完了

年度

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0

0

0

0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１　複数の地区（農地耕作条件改善計画）をまとめて交付申請する場合は、別記様式第１号の「２　事業の内容及び計画」欄で区分した地区ごとに「計」欄で集計する。

２　「計画区分」欄には、地域内農地集積型は「１」、高収益作物転換型は「２」、農地集積推進型は「３」、スマート農業導入推進型は「４」を記載する。

３　「定額・定率の区分」欄には、定額助成は「１」、定率助成は「２」を記載する。

４　「事業番号」欄には、実施要綱別表の事業種類ごとに番号を記載する。なお付番は以下のとおり。

　　　○定額助成

　　　　1：田の区画拡大（水路の変更を伴わないもの）、2：田の区画拡大（水路の変更を伴うもの）、3：畑の区画拡大（水路の変更を伴わないもの）、4：畑の区画拡大（水路の変更を伴うもの）、

　　　　5：暗渠排水、6：湧水処理、7：末端畑地かんがい施設、8：客土、9：除礫、10：更新のうち用水路、11：更新のうち排水路、12：更新のうち農作業道、13更新のうち特認事業、

　　　　14：条件改善推進費、15高収益作物転換推進費

　　　○定率助成

　　　　16：農業用用排水、17：暗渠排水、18：土層改良、19：区画整理、20：農作業道、21：農地造成、22：農用地の保全、23：営農環境整備支援、24：スマート農業導入支援

　　　　25：管理省力化支援、26：品質向上支援、27：条件改善促進支援、28：高収益作物導入支援、29：指導

５　「事業名」欄には、上記４の番号に該当する名称を記載する。

６　「法律・予算の区分」欄には、国の負担又は補助の割合について個別の法令等に規定がある場合は、法律補助「１」と記載し、それ以外は予算補助「２」と記載する。

７　「事業実施期間」欄には、各計画の実施期間を記載する。

８　「事業実施主体」欄には、交付対象事業者と事業実施主体が異なる場合（間接交付を行っている場合）に、その主体名を記載する。また、交付対象事業者と事業実施主体が同じ場合は「０」と記載する。

９　「総事業費(A)」欄には、事業実施期間全体における事業費の総額を記載する。
10　「交付限度額算定国費率(B)」欄には、定率の区分の場合に、その国費率を記載する。
11　「交付限度額算定基礎額【定額】(D)」欄には、「総事業費(A)」の額のうち国費相当額を記載する。
12　「前年度までの事業費(E)」欄には、前年度までに実施した事業費全額を記載する。

 13　「差額(G)」欄には、前年度において、第４の３の規定を適用し調整した場合に、その額を記載する。　　※同じ地区内において他の交付対象事業における調整額を融通しても構わないが、各交付対象事業における全体事業費を超えないように注意すること。
14　「本年度交付限度額算定基礎額(K)」、「本年度都道府県費」、「本年度市町村費」及び「本年度その他」の合計額が、「本年度事業費(H)」と同額になるよう注意すること。
15　変更申請する場合で、前回までの申請額に修正がある場合は、上段に行を追加して前回申請額を括弧書で記載し、下段に変更後申請額を記載する。
16　「備考」欄には、仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「減額した金額」を、同税額がない場合は「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記載する。

交付限度額

算定基礎額

【定額】

(D)

都道府県名 市町村名 地区名
計画

区分

交付対象事業

法律・予算

の区分

事業実施期間

事業実施主体 総事業費

(A)

交付限度額

算定国費率

(B)

交付限度額

算定基礎額

【定率】

(C)=(A)×(B)

備考

計

計

合計

本年度

交付限度額

算定基礎額

(K)=(I)+(J)-(G)

本年度

都道府県費

本年度

市町村費

本年度

その他

翌年度以降

事業費

(L)=(A)-(E)-(H)

翌年度以降

交付限度額

算定基礎額

(M)=(C)+(D)-
(F)-(K)

前年度まで

の事業費

(E)

前年度まで

の交付済み

の総額

(F)

差額

(G)

本年度

事業費

(H)

単年度

交付限度額

算定基礎額

【定率】
(I)=(H)×(B)

単年度

交付限度額

算定基礎額

【定額】
(J)



様式第２号（別表第２関係） 地区別事業内容及び配分表（中山間所得向上 調査計画）～ 
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様式第３号（別表第２関係）～様式第９号（第７関係） [略] 
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備考 改正部分は、下線の部分である。 

 


